
被告Ｙに対し、建物の建築工事の完了前の

賃貸借契約の仲介を委託した原告Ｘが、賃貸

借契約は成立していないとして、既払い仲介

手数料の返還等を求めた事案において、訴外

会社がＸ以外の者に本件貸室を転貸すること

が制限されることからすると、本件仲介契約

の目的として予定されていた契約が締結され

たというべきであるとして、請求を棄却した

事例（東京地裁　平成22年３月29日判決　棄

却　ウエストロー・ジャパン）

１　事案の概要

� Ｘは飲食店の経営等を業とする会社であ

り、Ｙは宅建業者である。

� Ｘは、平成18年、Ｙに対し、ビルの貸室

の賃貸借契約の仲介を依頼した。

� 株式会社Ａは、平成19年４月、株式会社

Ｂとの間で、Ａが建設予定の建物について、

Ａを貸主、Ｂを借主とする賃貸借契約を締

結した（以下「本件建物賃貸借契約」とい

う。）。

� Ｘは、平成18年12月、Ｂとの間で、本件

建物の４階部分（以下「本件貸室」という。）

について、貸室定期転貸借仮契約書と題す

る契約書を作成した（以下「本件契約」と

いう。）。

このとき、ＢがＸに対し交付した契約費

用精算書と題する書面には、保証金、礼金

の額が記載され、かつ、Ｘに対し、保証金、

礼金の支払を求める旨の記載があった。

� Ｘは、平成19年１月22日、Ｙに対し、仲

介手数料として、120万6240円（消費税相

当額を含む。）を支払った。

� Ｂが振り出した手形が不渡りとなり、Ａ

とＢは、平成19年12月３日、本件建物賃貸

借契約を合意解除した。

� Ａは、平成19年12月17日付けで、Ｘを含

む本件建物の「テナント予定者」に対し、

上記（６）の合意解除をした旨通知し、Ａ

が、従前のＢとの間の契約を事実上承継す

ることが可能であれば検討したい旨の書簡

を送付した。Ｘは、平成20年５月30日付け

で、Ａとの間で本件貸室について賃貸借契

約を締結し（以下「本件直接契約」という。）、

同年６月１日、引渡しを受けた。

	 Ｘは、本件契約は成立していないとして、

既払い仲介手数料の返還等を求め提訴し

た。

２　判決の要旨

裁判所は、下記のように述べ、Ｙの媒介行

為によって、本件仲介契約の目的とされた契

約が締結されたとして、Ｘの請求を棄却した。

� ①本件契約における賃料の起算日は、

「平成19年12月１日（竣工予定）」とされて

いること、②本件建物が未完成であること

をＢ及びＸは承諾する旨の特約があること

などからすると、本件契約は、本件建物が

建築中であることを前提として、その完成

後、これを賃借したＢがＸに対し、本件貸
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室を転貸するものであったということがで

きる。

� そして、①契約費用精算書によれば、Ｘ

は、本件契約締結後、本件建物が完成する

前から、Ｂに対し、保証金及び礼金を分割

して支払う義務を負っていること、②本件

契約19条は、賃貸借期間開始前解約につい

て、賃借人及び賃貸人に金銭の支払義務を

定めていることから、Ｂ及びＸは、本件契

約に基づき、いずれも本件建物の完成前か

ら法的義務を負っていることからすると、

本件契約が交渉の途中においてそれまでの

合意事項を確認したにすぎない仮契約であ

るとみることも、本件建物の完成後本件契

約の締結があって初めて効力が認められる

賃貸借契約の予約や停止条件付の賃貸借契

約であるとみることも相当でない。

なお、本件契約に係る契約書が仮契約と

いう標題を付され、本件建物完成後に改め

て賃貸借契約書を締結するものとする旨の

特約があることが認められるが、このよう

な標題及び特約は、本件建物が未完成であ

り、その詳細な仕様はＸとＢとの協議によ

って決定されることが予定されていたから

であるとみるのが自然であり、上記判断を

左右するに足りない。

このように、本件契約により、ＢがＸ以

外の者に本件貸室を転貸することが制限さ

れることからすると、本件契約の締結によ

って、本件仲介契約の目的として予定され

ていた契約が締結されたというべきであ

る。

〔なお、Ｘは、宅建業法35条１項５号を引

用して、賃貸借契約が成立したといえるた

めには、建築工事の完了時における当該建

物の主要構造部、内装及び外装の構造又は

仕上げ並びに設備の設置及び構造が確定し

ていなければならないが、本件契約締結当

時、①本件貸室の床面積又は賃貸面積及び

賃貸部分、②エレベーターの位置及び吹き

抜けの有無、③排煙設備、排気ダクトの外

部からの連結位置、スリーブの位置、④外

看板の設置条件、⑤電気容量、⑥客席、厨

房等の仕様等の事項は確定していなかった

旨主張したが、判決は、①、②及び⑤は、

本件契約の締結時には確定しており、また、

本件契約がスケルトン渡しであったことか

らすると、本件未確定事項のうち、③及び

⑥については、賃借人であるＸの内装の内

容を踏まえて、ＸとＢないしＡとの間で協

議すべき事項であり、また、④は、本件契

約事態の一部とはいえない面があるとし

て、Ｘの主張を斥けた。〕

（本件では、仲介業者の債務不履行による

仲介契約の解除もＸよりあわせて主張され

ていたが、当該請求も棄却されている。）

３　まとめ　

本事案は、建物の建築工事の完了前の賃貸

借契約（転貸借契約）について、転貸人が不

渡りをだし、賃貸借契約が解除されたため、

転借人が賃貸人とあらためて直接賃貸借契約

を締結したという事情がある中で、転借人が、

当初の転貸借契約が成立していないとして、

当該転貸借契約を仲介した仲介業者に、既払

い仲介手数料の返還等の支払を求めた事案で

ある。本判旨では、転貸借契約の表題（「仮

契約」）にとらわれることなく、契約書等の

条項の内容を検討し、当事者が「本件建物の

完成前から法的義務を負っていること」に着

目して、契約が成立しているとしている点で

参考になるとともに、宅建業法35条の重要事

項説明にも関連して、建物の建築工事の完了

前の賃貸借契約（転貸借契約）、さらにスケ

ルトン渡し契約について、契約成立に関して

検討している点が参考となる。
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